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中小企業の事業再生等に関するガイドラインについて① 

 

１ はじめに 

令和 4 年 3 月 4 日，中小企業の事業再生等に関する研究会より「中小企業の事業再生等

に関するガイドライン」（以下「本ガイドライン」といいます。）が公表されました。本ガイドラインは，

同日に経済産業省，金融庁及び財務省から発表された「中小企業活性化パッケージ」のうち，

中小企業の事業再生等のためのガイドラインを定めるものです。 

本ガイドラインは，①本ガイドラインの目的等（第一部），②中小企業の事業再生等に関する

基本的な考え方（第二部），③中小企業の事業再生等のための私的整理手続（第三部）の 3

部から構成されています。とりわけ，第三部については，中小企業の事業再生等に焦点を当

てた新たな準則型私的整理手続を選択肢として提供するものであり，実務的に注目されてい

ます。 

本ガイドラインは，公表から間をおかず令和 4 年 4 月 15 日に適用開始とされており，事業

再建又は廃業を検討している中小企業の方やこれらの企業と取引のある金融機関・コンサル

タント・専門家の方も，今後，中小企業の事業再生を検討するにあたり，本ガイドラインの内容

を十分理解し，有力な選択肢の一つとして対応していくことが求められます。 

本ガイドラインの詳細は以下の一般社団法人全国銀行協会のウェブサイトからご確認いた

だくものとして，本稿では本ガイドラインの概要を速報としてご紹介するものです。 

https://www.zenginkyo.or.jp/news/2022/n030401/ 

なお，本ガイドラインに関しては，適用開始日までに，実際の運用に向けて詳細なＱ＆Ａな

どの追加情報が公表されることが予想されますが，本稿は令和 4 年 3 月 16 日時点で明らか

になっている情報に基づき作成しております。 

当事務所では，今後も本ガイドラインに関する情報を定期的に掲載して参りますので，

そちらもご参考にしていただけますと幸いです。 

【特集】中小企業の事業再生等に関するガイドライン等 

 

２ 本ガイドラインの目的等（第一部） 

(1) 本ガイドラインの対象企業 

本ガイドラインは，中小企業基本法における「中小企業者」（同法 2 条 1 項）及び「小規模

企業者」（同法 2 条 5 項）を対象としています。本ガイドラインには，小規模企業者を対象と

する条項がありますが，事業規模や実態等を踏まえて適切と考えられる限りにおいて，当該

条項を中小企業者に適用することは妨げるものではないとされています（第一部 3.本ガイ

ドラインの対象企業・対象金融機関等）。 

 

(2) 本ガイドラインの目的 

本ガイドラインは，中小企業が，債権者である金融機関等との相互理解のもと一体的に事

業再生等に取り組むことができるように制定されたもので，以下の 2 点を目的としているとさ

れています。 

https://www.ohebashi.com/jp/feature/2022_JS_Features.php
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① 中小企業者の「平時」，「有事」，「事業再生計画成立後のフォローアップ」の段階におけ

る，中小企業者，金融機関が果たすべき役割を明確化し，中小企業者の事業再生等に

関する基本的な考え方を示すこと（→第二部に規定） 

② 新型コロナウイルス感染症による影響からの脱却も念頭に置きつつ，より迅速かつ柔軟

に中小企業者が事業再生等に取り組めるよう，新たな準則型私的整理手続を定めるこ

と（→第三部に規定） 

  

３ 中小企業の事業再生等に関する基本的な考え方（第二部） 

第二部では，中小企業者と金融機関1の間で，「両者が適時適切な対応を取り，信頼関係を

構築しておくことが極めて重要」との観点から，平時及び有事（本ガイドラインでは「収益力の

低下，過剰債務等による財務内容の悪化，資金繰りの悪化等が生じたため，経営に支障が生

じ，又は生じるおそれがある場合」と定義されています。）において，中小企業者及び金融機

関に望まれる対応2が規定されています。概要は以下のとおりです。 

 

(1) 平時における対応 

平時における対応としては以下のものが挙げられています。 

 

 
 

 

 

                                                  
1 中小企業者に対して金融債権を有する銀行，信用金庫，信用組合，労働金庫，農業協同

組合，漁業協同組合及び政府系金融機関を指し，リース会社は例示されていません 
2 多くは従来から実務上望まれる対応とされてきたものを文章化したものであり，同じく

中小企業者を対象とする準則型私的整理手続である中小企業再生支援協議会スキームにお

いて採用されてきた実務と軌を一にするものと思われます。もっとも，第二部が，第三部

の手続利用にあたっての前提条件とはなっていないとされています。 



 

 
3 

 

(2) 有事における対応 

有事において，中小企業者の迅速かつ円滑な事業再生等を図るべく，中小企業者と金

融機関が事業再生等に取り組む上での基本的な考え方として以下のものが挙げられていま

す。 

 

 

(3) 私的整理検討時の留意点 

私的整理検討時の留意点として，以下の事項が挙げられています。 

① 中小企業者が私的整理手続を実施する場合には，経営者保証に関するガイドラインを

積極的に活用するなどして，主債務と一体整理を図るように努めること 

② 中小企業者及び金融機関において私的整理手続や法的整理手続を検討する場合，

相互に誠実に協議し適切な手続利用をすること 

③ 私的整理が不調に終わった場合に，後続する手続において，従前の私的整理手続に

おける合意事項を尊重するなど手続間の円滑な移行に努めること 

 

(4) 事業再生計画成立後のフォローアップ 

事業再生計画成立後の対応指針として，以下の事項が挙げられています。 

① 中小企業者が，事業再生計画を誠実に実行すること，金融機関に適時適切に情報提

供すること 

② 金融機関が，事業再生計画の達成状況を適切にモニタリングすること，予期しえない外

部環境の変化があった場合に，事業再生計画の見直しの要否の検討を行い中小企業

者に対して助言すること 
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このほか，中小企業者及び金融機関は，事業再生計画の実行開始年度から起算して概

ね３事業年度が経過するまでは達成状況を確認し，実績との乖離が大きい場合には原因究

明に務め，当初計画の達成が困難と見込まれる場合には，計画変更や法的整理，廃業等

への移行を行うことが望ましいとされています。 

 

４ 中小企業版私的整理手続（第三部） 

(1) 「再生型私的整理手続」と「廃業型私的整理手続」 

第三部では，中小企業の事業再生等のための私的整理手続（以下「本手続」といいま

す。）として，「再生型私的整理手続」と「廃業型私的整理手続」の２つの手続を用意し，その

具体的な手続や要件等について定めています。 

本手続は，新たな準則型私的整理手続3であり，法的拘束力はないものの，債務者であ

る中小企業者，債権者である金融機関等及びその他の利害関係人によって自発的に尊重，

遵守されることが期待されています。 

前述のとおり，本手続の流れや内容の詳細については，本手続適用開始日である令和 4

年 4 月 15 日までにＱ＆Ａなどが公開されると思われますが，本稿では，本ガイドラインで示

された本手続の概要及び特徴を紹介したいと思います（Ｑ＆Ａなどが公表された場合には

適時別稿にて詳しく解説することといたします。）。 

 

(2) 本手続の関係者と手続の流れ 

本手続に関与する関係者及び本手続の流れの概要は以下のとおりです。 

 

                                                  
3 裁判所が主宰する法的整理手続（破産・特別清算・民事再生・会社更生等）に対し，債

権者との合意に基づき倒産処理を行う手法を私的整理手続といいます。私的整理手続の中

には，関係者に対する透明性や公平性を確保するため，準則・ルールが定められているも

のがあり，これを準則型私的整理手続といいます。代表的なものとしては，中小企業再生

支援協議会スキーム(前掲注 2)のほか，産業競争力強化法に基づく事業再生 ADR，日本弁

護士連合会の特定調停スキームによる再生支援手続などがあります（後掲注 4もご参照く

ださい。）。 
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（3） 本手続の特徴 

① 第三者支援専門家の支援による手続の遂行 

本手続では，「中小企業再生支援協議会」や「裁判所」のような，準則型私的整理手続

を遂行・主宰する「第三者機関」の関与は予定されておらず，代わりに主要債権者の同意

の下，債務者自身が選定した「第三者支援専門家」が，中立，公正な立場から手続に関

与します。これにより，迅速かつ円滑な事業再生や廃業等の支援が期待されます。 
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第三者支援専門家については，現在，候補者リストの作成が進められているとのことで

す。 

 

② 廃業型私的整理手続  

本手続のうち「廃業型私的整理手続」は，廃業を前提とした準則型私的整理手続です。 

廃業を前提とした準則型私的整理手続は他にも存在する中で4，本手続の大きな特徴

は，以下の２点にあります。 

ア） 金融機関に加え，リース債権者も対象債権者に含まれるとされている点 

イ） 「再生型私的整理手続」から「廃業型私的整理手続」へのシームレスな移行，すなわ

ち，本手続の「再生型私的整理手続」の途中で，中小企業者の申出の下，「廃業型

私的整理手続」に移行し，廃業型私的整理手続の途中（弁済計画案の作成等）から

手続を行うこともできる点 

 

③ 保証債務の一体整理 

再生型私的整理手続，廃業型私的整理手続のいずれにおいても，経営者等の保証債

務の整理を行う場合には，原則として，経営者保証に関するガイドライン（以下「経営者保

証 GL」といいます。）を利用するなどして，本手続による一体整理に努めることとされてい

ます。 

特に，本ガイドラインの公表に合わせて，経営者保証に関するガイドライン研究会から

も「廃業時における「経営者保証に関するガイドライン」の基本的考え方」5が公表され，主

たる債務者が廃業する場合における経営者保証 GL の趣旨等や，対象債権者や弁護士

等の支援専門家に求められる対応が明確化されています。 

今後，廃業の場合における経営者等の保証債務の整理について，破産手続等の法的

手続ではなく，本手続による一体整理が図られ，経営者の再チャレンジを適切に後押しし

ていくことが期待されます。 

 

④  専門家費用の補助（認定経営革新等支援機関の支援を受ける場合） 

本手続においては，中小企業者が依頼した外部専門家や第三者支援専門家の費用

の一部について，認定経営革新等支援機関6である専門家に外部専門家及び第三者支

援専門家を依頼するなど一定の要件のもと補助を受けることができることは本手続の大き

な特徴であり，メリットといえるでしょう。 

                                                  
4 地域経済活性化支援機構（REVIC）による再チャレンジ支援（特定支援）手続や，日本弁護士連

合会の特定調停スキーム（廃業支援型の特定調停手続）等。 
5 https://www.zenginkyo.or.jp/news/2022/n030402/ 
6 「中小企業経営力強化支援法」（現在の「中小企業等経営強化法」）に基づく認定制度であ

り，中小企業者に対して専門性の高い支援を行うための体制を整備することを目的に，税務，

金融及び企業財務に関する専門的知識や支援に係る実務経験が一定レベル以上の個人，法

人，中小企業支援機関等が経営革新等支援機関として認定されています。

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kakushin/nintei/ 
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※「中小企業活性化パッケージ（関連施策集）」・2022 年 3 月・経済産業省・金融庁・財務省7 

 

５ 最後に 

以上のとおり，本ガイドラインには，既存の準則型私的整理手続の理念を踏まえつつ，より

迅速かつ円滑な事業再生を実現するための新たな試みが見られます。 

実際の運用方法等は今後の動向を注視しておく必要がありますが，本手続が新型コロナ

禍の下，過大な債務に苦しむ中小企業の方の事業再生や円滑な廃業，そして経営者の再チ

ャレンジのための手続として大きな威力を発揮していくことができるよう，当事務所として積極

的に取り組んでいきたいと考えています。 

 

(作成日：2022 年 3 月 16 日) 

文責：弁護士法人大江橋法律事務所 

   弁護士 野上 昌樹 

   弁護士 渡邊 一誠 

   弁護士 土井 一磨 

本稿は法的助言を目的とするものではなく具体的案件については別途弁護士の適切な助言を求

めていただく必要があります。 

本稿記載の見解は執筆担当者の執筆当時の個人的見解であり、当事務所の見解ではありませ

ん。 

                                                  
7 https://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/2022/220304.html 

https://www.ohebashi.com/jp/lawyers/nogami_masaki.php
https://www.ohebashi.com/jp/lawyers/watanabe_issei.php
https://www.ohebashi.com/jp/lawyers/doi_kazuma.php

